


子どもたちのための支援は、普遍性と差別禁止の
原則にのっとるものでなければならない

　開発に対する人権を基盤とするアプローチで
は、例外なくすべての子どもに手を差し伸べるた
めに、あらゆる努力を惜しまないことが求められ
る。あらゆる人権条約の基盤である普遍性の原則
と、これに関連する原則であり、子どもの権利条
約２条で表明されている（人種、皮膚の色、ジェ
ンダー、言語、意見、出身、障害、出生その他の
特質を理由とする）差別の禁止の原則が、子ども
の支援・保護・ケアのためのあらゆる行動に適用
されなければならない。

　私たちはどうすれば、もっとも権利を侵害され
やすい立場に置かれた子どもたちに手を差し伸
べ、彼らに必要不可欠なサービスを提供するとと
もに、危害や搾取、虐待、放任から保護すること
ができるのだろうか。どうすれば、私たちはこの
ような子どもたちのことを十分に理解し、その権
利を保障することができるのだろうか。

「お定まり」のアプローチでは、排除され、見え
ない存在となっている子どもたちに手を差し伸べ
ることはけっしてできない

　まっさきに言っておかなくてはならないのは、
「お定まり」のアプローチではこのような子ども
たちに手を差し伸べることはけっしてできないと
いうことである。住民一般を対象とした決まり
きった開発イニシアティブでは、できるかぎり多
くの子どもたちを対象にしようとしても、排除さ
れ、見えない存在となっている子どもたちに手を
差し伸べられないおそれがある。したがって、彼
らの苦しみと、彼らが周縁に追いやられる背景に
ある諸要因を理解したうえでこのような子どもた
ちに焦点を当てた取り組みを行うことが、子ども
の権利・発達・福祉に関する国家戦略と、ミレニ
アム・アジェンダの諸目標を達成するための国家
戦略における要素として不可欠である。種々の指
標を̶̶年齢、性別、世帯所得、地理的範囲その
他の要素別に̶̶細分化することにより、差別と
不平等を評価することが可能になる。したがって、
もっとも不利な立場に置かれた子どもたちに手を
差し伸べる政策・プログラムを立案するためには、
この指標の細分化が必要不可欠となる。

何が問題か：子どもたちと約束を交わした以上、私たちは子どもたちに手を差し
伸べるためにあらゆる努力を傾けなければならない。しかし、どうすれば光のあ
たらない闇のなかで暮らす子どもたちに手を差し伸べることができるのだろう
か。子どもたちを危害・虐待・暴力から守り、社会への参加を促すことによって、
子どもたちが必要不可欠なサービスの対象となり、姿の見える存在となるように
するために、私たちは何をすればよいだろうか。浮かび上がってくるのは、次の
３つの結論である。

・ 排除され、見えない存在となっている子どもたちの苦しみと、彼らが周縁に追
いやられる背景にある諸要因を理解したうえで、このような子どもたちに焦点
を当てた取り組みを行うことが、子どもの権利・発達に関する国家戦略の要素
として不可欠である。
・ 排除の根本的原因、そして子どもたちの存在を見えないものにしている諸要因
に直接取り組まなければならない。不利な立場に置かれた家族や子どもたちを
対象とした取り組みは、たとえ十分な資金が提供され、対象が明確なものであっ
ても、貧困、武力紛争、脆弱な統治、留まるところを知らないHIV／エイズの
蔓延、不平等、差別を助長する全体的諸条件への対応がなおざりにされれば、
失敗するおそれがある。
・ 社会のあらゆる主体が、強力な保護的環境の創出をはじめ、子どもたちへの責
任を果たす決意を改めて示さなければならない。

何をなすべきか：排除され、見えない存在となっている子どもたちに手を差し伸
べる第一義的責任は各国政府にある。政府は次の主要４分野でいっそうの努力を
行わなければならない。
・  調査研究：効果的なプログラム立案のためには綿密な調査研究が欠かせない

が、現時点ではこのような子どもたちに関する信頼性の高いデータが不足し
ている。

・  立法： 国内法は、子どもに対する国際的な約束に沿うものでなければならない。
差別を固定化するような法律は改正または廃止しなければならない。

・  予算割当ておよび能力育成：排除され、見えない存在となっている子どもた
ちに関する法律および調査研究を、子どもに焦点を当てた予算、および制度
の構築によって補完しなければならない。

・  プログラム：排除された子どもたちによる必要不可欠なサービスの利用を阻
む障壁を取り除くために、多くの国・コミュニティで早急なサービス改革が
必要とされる。サービスをパッケージの形で提供したり、遠隔地または窮乏
した場所に住む子どもたちを対象としたサテライト・サービスや移動型サー
ビスを提供することにより、サービスの利用促進につながる可能性がある。

　他の主体にもまた、果たすべき役割がある。ドナーや国際機関は、援助、貿易
および債務救済に関する大胆かつ十分に検討された政策を通じて、さまざまな主
体がその能力を十分に発揮できるような環境を構築しなければならない。市民社
会は子どもたちに対する責任を自覚し、解決の一翼を担わなければならない。民
間部門は、子どもがけっして搾取されることがないように、倫理的な企業慣行を
採用しなければならない。メディアは、正確な情報を提供し、また子どもたちに
害を及ぼす態度・偏見・慣行に挑むことにより、能力育成のための推進力となり
うる。最後に、子どもたち自身も、自分自身および他の子どもたちの保護の面で
積極的な役割を果たすことができるのである。

すべての子どもを対象に
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　第２に、排除の根本的原因と、子どもたちの存
在を見えないものにしている主要な要因に対応し
なければならない。極度の貧困を根絶すること、
HIV／エイズと闘うこと、紛争の解決を促進する
こと、紛争下にある子どもたちに特別な援助と保
護を提供すること、脆弱な国家の子どもたちへの
援助を維持すること、そして民族・ジェンダー・
障害を理由とする差別に対処することは、子ども
たちが排除され、見えない存在となることを助長
する背景条件の解消に大いに役立つだろう。

　最後に求められるのは、義務を負っているすべ
ての主体が、いかなる子どもも排除されることの
ないよう、またすべての子どもが保護され姿の見
える存在となるよう、決意を新たにすることで
ある。国民の扶養と保護に対して法律上の責任を
負っているのが政府である以上、第一義的な義務
が各国政府にあることは間違いない。しかし国際
社会のあらゆる部門と各国国民すべてにも、それ
ぞれに果たすべき役割がある。ドナーと国際機関
は、もっとも厳しい困窮・排除の状態にある国や
コミュニティ、集団を対象に含めることを目指し
た公平な援助・開発・債務救済・貿易政策をとる
ことにより、さまざまな主体がその能力を十分
に発揮できるような環境をつくりださなければな
らない。市民社会は、その豊かな多様性はそのま
まに、子どもたちに対する責任を自覚して解決の
一翼を担わなければならない。民間部門は、責任
ある企業慣行を採用し、また子どもたちに害を及
ぼしたりその搾取につながる行動をとることのな
いよう注意を払うことにより、人間開発のパート

ナーとならなければならない。メディアは、子ど
もたちが排除され、見えない存在となるなかで経
験している現実について正確な情報を提供すると
ともに、子どもたちに害を及ぼす行動や態度、偏
見、慣行を検証してこれらに挑むことにより、人々
の能力育成を手助けしなければならない。最後に、
子どもたち自身も、自分自身の̶̶そして他の子
どもたちの̶̶保護と能力育成において積極的な
役割を果たせるようになるべきである。

調査研究

効果的なプログラム立案のためには、綿密な調査
研究が不可欠である

　能力、脆弱性およびニーズの評価は、排除され、
見えない存在となっている子どもたちに手を差し
伸べることを目的とした対応策を策定するうえで
第一に取りかかるべきことである。しかし、排除
され、見えない存在となっている子どもたちに関
する信頼の置けるデータは十分に揃っていないこ
とが通例であり、それはデータ収集が実務的に相
当困難なためであることが多い。これにより、当
然、証拠にもとづいた支援策を策定することも厄
介な作業となる。

　このような子どもたちが置かれている困難な状
況とその根本的主原因について詳細な状況分析を
行うことは、統計的情報の不足を補う重要な作業
となる。個人の直接的経験にもとづいた研究は、
とりわけ貴重な価値を有する。そこから得られた

©
 U

N
IC

E
F/

H
Q

04
-0

48
5/

Lo
ui

se
 G

ub
b



� すべての子どもを対象に� ��

ちについて正確なデータを収集し、同時に質的研
究を蓄積していくことが、評価のプロセスの基礎
となることは明らかである。体系的調査研究が
初期段階にある分野では、定義についての合意を
確立することが、比較可能なデータ・情報の収
集に向けた第一歩であることが多い。たとえば、
2000年にパレルモ議定書（訳注：国際的な組織
犯罪の防止に関する国際連合条約を補足する人、
特に女性および子どもの取引を防止し、抑止し及
び処罰するための議定書）が掲げる人身売買の定
義について意見の一致が得られたことにより、異

教訓̶̶他の国々・地域の経験から学べることも
多い̶̶を、地元で獲得された正確な知見（子ど
もたちの存在を見えにくくする、保護に対する侵
害、あるいは排除の根本的原因に関する知見を含
む）と組み合わせることにより、もっとも効果的
な対応策を生み出すことが可能になる。また、もっ
とも大きなニーズを抱える子どもたちに確実に手
が差し伸べられるようにするとともに、子どもた
ちの状況の変化に応じて修正を加えていくために
は、モニタリングと評価が必要となる。
　排除され、見えない存在となっている子どもた

子どもたちのためのミレニアム・アジェンダ達成状況をモニターする統計的手段

　現場におけるプログラムや政策の実効
性を期待通りに確保するためには、効果
や進展状況を測定することがきわめて重
要である。世帯調査は、公式の全国デー
タを補完することにより、個々の女性・
子どもについてその国の代表的な状況を
映しだす情報を提供し、社会階層を超え
たモニタリングを可能にしてくれる。そ
のため、国際機関、研究者、各国政府は、
人口保健調査̶̶30分から１時間で回
答できる質問票を通じて情報を収集する
もの̶̶のような世帯調査を活用するこ
とが多い。世帯調査の手法のひとつであ
る複数指標クラスター調査（MICS）は
もともと、1990年の「子どものための
世界サミット」で合意された目標に向け
た進展を測定するために開発されたもの
である。第１回の複数指標クラスター調
査は1995年前後に60カ国を超える国々
で実施され、その５年後に第２回調査が
実施されている。

　第３回の調査は、2005年に50カ国を
超える国々で実施された。第３回調査で
はミレニアム開発目標の48指標のうち
約20指標に関する情報を収集しており、
ミレニアム開発目標のモニタリングのた
めの単一のデータベースとしては最大の
ものである。これに加えて、今回の第３
回調査では「子どもにふさわしい世界」
やその他の主要な国際的コミットメント
（国連HIV／エイズ特別総会、マラリア
に関するアブジャ目標等）に関するモニ
タリング手段も提供してくれている。

質問票

　世帯調査は、その国のニーズに応じ
て容易にカスタマイズすることが可能

な質問票をもとに実施される。たとえ
ば複数指標クラスター調査は、世帯質問
票、15～49歳の女性を対象とする質問
票、および５歳未満の子どもを対象とす
る質問票（母親またはその他の養育者が
記入する）から構成される。調査には、
子どもが排除され、あるいは見えない存
在となる原因およびその意味合いに直接
関連する質問と指標が数多く含まれてい
る（出生登録、親を失った子どもおよび
権利を侵害されやすい立場に置かれた子
ども、子どもの障害、婚姻年齢、また健
康、教育、住居、水と衛生、HIV／エイズ、
乳幼児の発達に関わる質問など）。１回
の調査にかかる時間は、任意に付け加え
ることのできる質問群を含めるか否かに
もよるが、１時間程度である。各世帯の
回答は、計画・プログラム・政策の立案
に携わる者にとってきわめて重要な情報
を提供してくれる。

調査結果

　国別報告書、標準書式にもとづく一連
の表、ミクロレベルのデータセットをは
じめとする調査結果は、いずれも完成
後、照合作業が終われば広く利用できる
ようになる。ほとんどの国の調査結果は
2006年初頭までに完成することが期待
されており、ミレニアム開発目標の達成
に向けた進展をモニターするために開発
された統計データベース「デブインフォ」
（DevInfo）を通じて利用できるようにな
る予定である。デブインフォは表、チャー
ト、マップの形でデータを提示し、どこ
に格差が存在するかを明らかにするとと
もに、排除の要因や、これ以外の方法で
は目に留まらなかったおそれがある人々
の存在を浮かび上がらせる。子どもたち

の状況を評価する地元公的機関や市民社
会組織の能力を向上させるため、データ
へのアクセスは地方レベルで可能となっ
ているし、地域別または世界全体のデー
タベースを構築して国家間の比較を行う
こともできる。

　データの傾向を地理的にマッピングす
る方法は、地域ごとの格差を視覚化する
うえでこのうえなく役に立つ手段であ
る。たとえば、首都で出生登録された子
どもの人数を首都が置かれている州全体
の数字と比較して違いを明らかにする
マップを作成することもできるし、就学
している女子の人数をいくつかの州で比
較して、さらなる努力が必要な地域を
はっきりと示すこともできる。データ収
集、分析およびマッピング技術を組み合
わせることにより、研究者は、もっとも
効率的かつ効果的なプログラムを実施す
るうえで、またもっともニーズが大きい
人々を確実に特定するうえでプログラム
立案者が必要とする根拠を提供できるよ
うになるのである。

 p.93の注参照。
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なる状況で活動している研究者や政策立案・立法・
プログラム開発担当者が、共通の基盤を持てるよ
うになっている１。

国勢調査と世帯調査は、排除のおそれを高める諸
要因を特定するうえでこのうえなく有益な手段と
なりうる

　各国政府や国際機関は、国内の格差が子どもた
ちの生活の質にどのような影響を及ぼしているか
をより明確に把握する目的で、国勢調査、あるい
は人口保健調査（DHS）や複数指標クラスター
調査（MICS）といった全国的な世帯調査の結果
を用いている。多変量解析のような統計ツールは、
特定の物質的剥奪や、出生の未登録といった保護
に対する侵害を助長する重要な要素を明るみに出
すうえで役立つものである。こうした手段は、一
部の子どもたちが排除され、見えない存在となり
やすくなる要因を特定し、支援がもっとも効果的
となりうる分野を明確にするために、ますます活
用されるようになっている。このような分析によ
り、たとえば、教育、とくに中等教育を受けるか
否かが、女子が18歳前に結婚するかどうか、ま
たその女子が母親になったときに子どもが学校に
通うようになるかどうかを左右する重要な要因と
なっていることが明らかになっている2。

　世帯調査はこのうえなく有益な手段ではあるも
のの、限界もある。もっとも排除され、見えない
存在となっている子どもたちや家族の一部̶̶た
とえば決まった住居を持たない遊牧民族や世帯の
外で暮らしている子ども、国内避難民̶̶が対象
から外されているのである。このような限界があ
るとはいえ、調査を行うことにより、必要不可欠
なサービスから子どもがとくに排除されやすくな
る主要な要因を浮かび上がらせることができる。
調査範囲ができるかぎり広く、できるだけ多くの
人々を対象としたものとなるように、調査設計の
継続的強化を図るべきである。

　世帯調査で得られたデータを、子どもたちの生
活状態・条件に関する質的情報とともに活用する
ことにより、とくに排除の現状について、より完
全に把握することが可能になる。定量分析によっ
て、いっそう詳細な質的調査が必要な問題や地域
が明らかになることが多い。これとの関連では、
排除され、または見えない存在となっている少人
数の子どもたちを対象とした実験的な研究や、コ
ミュニティ主導型の調査・協議を行うことにより、
手を差し伸べることがもっともむずかしい子ども
たちの窮状に対する理解を大いに促進することが
できる。

　データ収集と質的分析に関してはカバーできな
い部分が多く残されており、問題の解消に向けた
緊急の取り組みが必要である。その主要な例とし

ては、子どもの人身売買、児童労働、紛争下の子
どもたちなどが含まれる。

• 子どもの人身売買：子どもの人身売買の分野で
は、普遍的に適用可能で、かつ信頼のおける単
一の調査手法は確立されていない。ただし、西
アフリカ諸国経済共同体（ECOWAS）が策定
した人身売買対策には、データ収集・共有のた
めの広範な試みが具体的に盛り込まれている3。

• 児童労働： 国際労働機関（ILO）の児童労働撤
廃国際計画（IPEC）では、迅速評価を有効に
活用して現地の状況を把握してきたが、これら
の情報は地域間の比較が容易にできるようなも
のではない。実務上、情報は複数の情報源から
収集されており、プログラムはきわめて小規模
なものになる傾向がある4。

• 紛争下の子どもたち：1996年に、子どもの兵
士や紛争に巻き込まれたその他の子どもたちに
関する画期的な国連報告書5がグラサ・マシェ
ルによって発表されて以来、この問題に関する
国際的関心が大きく高まっている。しかし、子
どもの兵士の人数を推定することは依然として
難しい。最新の推計数は、武力紛争下の子ども
に関する国連特別代表（当時）のオララ・オトゥ
ヌ氏が、子どもと武力紛争に関する国連安全保
障会議の会合（2005年２月）の場で行った声
明で発表されたもので、現在子どもの兵士とし
て活動している子どもは25万人を超えるもの
と推定している6。

政策立案者は、確固たる量的データが存在しない
ことを言い訳にしてはならない

　データの収集・分析が重要であることは言うま
でもないが、量的データがいまなお存在しない分
野においても、人権の原則にもとづいて賢明な行
動をとることが緊急に必要である。たとえば、武
力紛争に巻き込まれている子どもの人数について
最新の推計がないからといって、それを言い訳に、
すでに明らかになっている範囲内でこのような子
どもたちのニーズに対応するためのプログラム開
発、および能力育成の機会を遅らせたり、武力紛
争への子どもの関与に関する子どもの権利条約の
選択議定書の署名・批准を政府が拒否することは
できない。量的調査、およびこのような子どもた
ちが置かれている状況・環境についてさらに、よ
り詳しい定性的評価を行い、排除され、または見
えにくい存在となっている子どもたちについてよ
り多くを学ぶための努力を同時並行的に進めなけ
ればならないのである。

　法律の制定、プログラムの実施、予算配分の努
力がその受益者である子どもたちに効果的に届く
ようにするためには、執行、モニタリング、評価
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るうえで重要な役割を果たしてきた。

　たとえばラテンアメリカでは、子どもの権利条
約の批准にともない、支配的な法的原理であっ
た「不正規状況」という考え方が変革されてきて
いる。これは1920年代から30年代にかけて南米
大陸全域で制定された法律に定められている原理
で、この制度のもと、子どもたちは「反社会的行動」
で告発されたり、ただ単に物質的資源を保有して
いないというだけの理由で犯罪者と見なされ、「本
人自身の保護のために」裁判官によって自由を
奪われることがあった。この原理が、子どもの権
利条約の確固たる基盤である普遍性の原則および
差別の禁止の原則と相容れないことは明らかであ
る。子どもに対するこのような法的アプローチを
なくすために、法改正が始まった。このような変
革はいまなお進行中であり、少年司法や社会的保
護にとっても、また子どもたちを姿の見えない存
在にさせないためにも、重要な意味を持つ可能性
を秘めている。

　また、2003年にはフィリピンが人身売買禁止
法を制定した。これは、国際的な組織犯罪の防止
に関する国際連合条約を補足する人、特に女性お
よび子どもの取引を防止し、抑止し及び処罰する
ための議定書を国内法に編入するものである。子

およびフォローアップも重要となる。もっとも排
除され、見えない存在となっている子どもとその
家族が質の高い必要不可欠なサービスを受けられ
るようにするにはどうしたらいいのか、この点に
関する知識が欠乏している現状では、経験から得
られた教訓を徹底的に評価・記録することが重要
となる。また、このような集団に手を差し伸べる
ための戦略においては、ほとんどの場合、標準以
上の特別な努力が必要とされることから、厳密な
モニタリングを行い、対象としている集団にサー
ビスが届いていることを確認する必要がある。

立法

国内法は、子どもに対する国際的コミットメント
に沿うものでなければならない

　子どもの権利条約は、各国政府に、すべての子
どもの権利保障に対するコミットメントを要求し
ている。しかし、子どもの権利条約およびその選
択議定書、そして子どもや女性の権利を保護して
いるその他の国際法を批准したからといって、そ
こに含まれる原則が国内法に掲げられなければほ
とんど意味がない。子どもの権利条約に定められ
た基準を満たすために国内法を改正するプロセス
は、より多くの子どもたちを姿の見える存在とす

図4.1　 主要な国際条約の締結状況*
 

*　2005 年 9月現在。
** 国際労働機関（ILO）のデータベースには、批准された条約、批准されていない条約、破棄された条約のリストが掲載されている。
出典： United Nations Treaty Collections Databases and ILOLEX of International Labour Standards.
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どもの人身売買に対してはより重い制裁が課され
ているほか、人身売買の被害者の権利に関する規
定も盛り込まれており、政府に対して、被害者の
回復、リハビリテーションおよび社会復帰のため
の適切な社会サービスの整備を義務付けている。

排除を固定化・助長する法律は、改正または廃止
しなければならない

　排除を固定化、あるいは促進するような国内法
は少なくない。その一例が、婚姻に関する法定
年齢を定めた法律である。子どもの権利条約の精
神にしたがい、婚姻の最低年齢を18歳と定める
国内法が増えている。18歳というのは、女子差
別撤廃委員会や、女性への暴力に関する国連特別
報告者がともに提案する基準でもある7。それで
も、国民国家の過半数̶̶多くの先進工業国を含
む̶̶がそれよりも低い年齢での婚姻を認めてい
る。とりわけ差別的なのは、女子の婚姻年齢を男
子よりも低く定めている国内法である。

　男女の子どもの権利を充足するためには、新法
が必要な場合もある。たとえば、バングラデシュ
は2004年末に出生・死亡登録法を制定し、同国
の歴史上初めて、出生証明書を年齢の法的証明と
して認めた。バングラデシュでは出生時に登録さ
れる子どもが７％にすぎないため8、この法律が
所期の効果を達成するためには、法改正とともに、
能力育成、社会的動員、そして子どもの登録の資
金を用意するための予算配分を進めなければなら
ない。この法律のおかげで、パスポートの発行、
婚姻の登録、有権者リストの作成のような、年齢
の証明が必要とされるほかの法律の施行も促進さ
れることになろう。加えて、この新法によって子
どもたちに前向きな成果がもたらされるようにす
るためには、他の法律̶̶教育、婚姻、労働に関
する法律など̶̶を見直して整合性を確保する必
要もある。

根強い偏見に挑戦しようとするなら、法改正がき
わめて重要となる

　世界中から集められた実例により、法律を通じ
て、不利な立場に置かれた子どもやおとなの状況
をいかに改善することができるかという点が明ら
かになっている。たとえば先進工業国では、身
体障害者の権利に関する法律により、近年多くの
公共建築物が身体に障害を持つ人々にとって利用
しやすくなっており、また学校でも障害を持つ子
どもの普通学級への受け入れが進んでいる。差別
禁止法は女性や子どもの権利を増進させる。しか
し、差別̶̶どのような理由にもとづくものであ
れ̶̶を禁止する法律の制定ははじめの一歩にす
ぎず、最初に必要とされる前提条件にすぎない。
精力的なモニタリング、施行、そして差別に苦し
むコミュニティのための活発なキャンペーンを通

じ、その条件を強化していくことが必要となるの
である。

　伝統的慣行も、法律で固定化されていないとし
ても子どもたちに害を及ぼす可能性があり、立
法を通じて国レベルの対応を行うことが必要とな
る。女性器切除（FGM/C）はそのような慣行の
ひとつである。女性器切除が根強く残っている国
でも、政府が強力に主導して公衆教育キャンペー
ンを行い、この慣行にともなう健康上のおそろし
いリスクを指摘してきた国では、発生件数が減少
している。ただしここでも、トップからの法律上
の指示のみならず、市民社会が積極的に伝統的慣
行の根絶を推し進めるとともに、草の根レベルの
支援がともなわなければならない。

　たとえばブルキナファソでは、政府が13年に
わたって強力に主導してきた結果、ここに至って
変革がもたらされつつあるように思われる。ブル
キナファソは、この慣行に反対する大規模な公衆
教育キャンペーンを1990年代中盤に開始すると
ともに、1996年には女性器切除を正式に非合法
化した。非合法化されるまでは、およそ３人に２
人の女子が性器を切除されていた。この法律の規
定によれば、女性器切除を行った場合、施術者は
誰であれ最高３年の収監刑に処せられるおそれが
あり、施術によって被害者が死亡すれば刑期は最
高10年まで延長される可能性がある。全国的な
ホットラインも設置され、違反があった場合、あ
るいは女性器切除のおそれがある場合には匿名の
通報が可能となった。強力なアドボカシーと法律
による明確な先導の結果、ユニセフの最新推計に
よれば、女性器切除の発生率は32％にまで低下
している9。

　国内法改革は必要ではあるものの、排除され、
見えない存在となっている子どもたちに手を差し
伸べるうえで真に効果的なものとなるためには、
社会政策、制度改革、予算配分による側面支援が
必要となる。法律を変えるだけで法改革のプロセ
スが完了するわけではなく、施行のための制度、
および能力が確立されるよう注意を払う必要があ
る。義務を負っている者は法律について承知して
いなければならないし、人々は自分の権利を知る
べきであるし、その権利を実施・執行するための
メカニズムを確立しなければならないのである。
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資金拠出

法制面での対策と調査研究には、予算配分と制度
構築・改革による側面支援が欠かせない

　排除され、見えない存在となっている子どもた
ちに関する法律を強化し、調査研究のあり方を質・
規模ともに向上させたとしても、新しい法律や政
策を施行・執行するための財源が用意されなかっ
たり、このような子どもたちとの約束を果たす
には不十分な場合には、ほとんど意味がない。予
算策定プロセスに子どもの権利という視点を組み
込んでいる国はいまのところほとんど存在しない
し、貧困削減戦略またはこれに類する政策枠組み
に関して各国と活動しているドナーがそれを要求
することも、ほぼ皆無である。資金拠出に関わる
このような欠陥が生ずる原因としては、利用可能
な資源が全般的に制約されていること、資金需要
に関する情報や知識が欠如していること、予算策
定プロセスで実務的な障壁が存在すること、政治
的意志が欠けていることなどが考えられる。たと
えばザンビアでは、子どもに割り当てられる国家
予算の割合は2001年までの10年間に着実に増加
したものの、これらの資金のうち実際に支出され
た額の割合は減少している（図4.2参照）。これは、
子どものためのプログラムを実施する能力が欠如
していることを示唆するものである。政治的発言
権を有しない子どもたちは、国家予算の策定プロ
セスに圧力をかける力も限られている。

子どもに焦点を当てた予算に対する関心が世界中
で高まっている

　もっと希望の持てる話をすれば、子どもに焦点
を当てた予算への関心が世界中で高まりつつあ
る。だからといって、ほとんどの場合、政府が提
示する主要な財政プログラムとは別個の子ども予
算が作成されるというわけではない。むしろ、本
流に位置づけられる予算措置を詳細かつ専門的に
分析し、それが子どもたちに及ぼす具体的影響を
理解したうえで、予算の目的・配分先をいっそう
正確かつ効果的に定める方法を提案するものであ
る10。

　子どもに焦点を当てた、対象・目的の明確な予
算を作成できるかどうかは、当然、正確な情報を
収集・処理できるかどうかにかかっている。これ
は、1990年から2003年にかけて子ども向けに
配分されたペルーの公的社会支出に関する詳細な
研究から導き出された、主要な結論のひとつであ
る。研究の結果、子どもたちは予算策定プロセス
において実質的に見えない存在となっていること
がわかった。子ども向けに配分されたのは公的予
算の25％に過ぎず、人口に占める割合を考えれ
ば適当であったはずの45％に達していなかった
のである。加えて、配分された資金は、極度の貧

困下で暮らしている人々にも、社会的・地理的に
もっとも排除されている人々（山岳地方や密林に
住んでいる子どもたち等）にも届いていなかった。
リスクの高い状況に置かれた子どもたち、路上で
暮らしている子どもたち、危険な条件下で働いて
いる子どもたちも、実質的には政策立案者の目に
映っていなかった。そこで研究チームは「子ども
たちの存在を可視化する」ための手法を立案し、
その出発点としてデータを効果的に収集するだけ
ではなく、その後に諸指標を処理することにした
のである。情報技術の活用方法の改良、関連機関
で働く職員の研修もこの手法の一部となった11。

　子ども参加をともなう予算策定プロセスへの関
心も高まっている。そのもっともよい例のひとつ
が、ブラジルのバラマンサ市で定められている子
ども予算である。同市には、男子18人・女子18
人の子どもから構成される、参加型の子ども予
算評議会が設けられ、市議会で子どもたちのニー
ズや優先課題がきちんと考慮されるよう活動して
いる。これらの子どもたちは、地域・地区集会で
あらかじめ同世代の子どもたちから選出された代
表である。評議会は、子どもたちにとっての優先
課題に対応するために市の予算の一部̶̶年間約
12万5,000米ドル相当̶̶をどのように支出す
るか決定するほか、子ども評議員は自治体行政の
他の側面にも参加する。選出された子どもたちは、

図4.2　 保護・発達*に対する子どもの権利のための予算
配分（ザンビア、1991-2001年）

 
* 施設型ホームに措置されている子ども、路上で生活、または働いている子ども、子どものスポーツおよ
びレクリエーション活動、児童労働への支援策、ならびに子どもの保護者または親を対象とした貧困削減
プログラムに関わる複数の予算プログラムから構成された、複合的支出分野を指す。

出典： Institute for Democracy in South Africa and Save the Children Sweden, Children and the 
budget in Zambia, 2004.
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民主主義的制度のなかで同世代の子どもの代表を
務める方法や、利用可能な資源にもとづいて行動
の優先順位を決める方法を身につけるほか、複雑
で時間がかかることも多い市政の政治的・官僚的
プロセスのなかでどのようにプロジェクトを策定
していけばいいかを学んでいくのである。ラテン
アメリカのほかの都市でも、バラマンサの成功が
広く知られるにつれて、その例にならおうとする
ところが出てきている。参加型の子ども予算策定
の実験を進めている都市は世界中にあり、とくに
コルドバ（スペイン）、エッセン（ドイツ）、トゥ
ゲガラオ市（フィリピン）を例に挙げることがで
きる12。

排除され、見えない存在となっている子どもたち
に手を差し伸べるためには、彼らを支援するため
のサービスに対して対象を明確にした、より多額
の資金拠出を行うことが必要となる

　排除され、見えない存在となっている子どもた
ちを包摂するためには、主としてこのような子ど
もたちが直面しているさまざまな障壁のゆえに、
子ども１人あたりにかかる費用がより大きくなる
可能性が高い。注意深い調査研究とプロジェクト
設計を通じて対象範囲をより限定・特定した場合、
そのプログラムの費用が一般的なイニシアティブ
よりも高くなる可能性があるのは当然である。こ
のような子どもたち特有のニーズを満たすために

子どもの権利を充足するうえで予算がどの程度効果的かをモニタリングする、南アフリカの取り組み

　政府予算のモニタリングは比較的新し
い分野だが、これまでの経験を通じ、子
どもの権利を実現するために十分な資源
が割り当てられているか、あるいはその
資源が効果的に活用されているかどうか
を検証するうえでの有効性がすでに明ら
かになっている。ひとつの例は南アフリ
カである。同国では、南アフリカ民主主
義研究所（IDASA）̶̶持続可能な民
主主義の促進に力を注いでいる独立の公
益団体̶̶の子ども予算部（CBU）が、
政府予算の研究とその知見の普及に焦点
を当てた活動を進めている。

　南アフリカの民主主義の初期段階にお
いては、子ども予算部は、政府による子
どもの権利条約とアフリカ子どもの権利
憲章の批准を注視していた。その後、焦
点は政府がこれらの権利を実際にどの程
度実現しているかという点に移った。南
アフリカで民主主義が導入されて最初の
10年が経ったが、子ども予算部は、権
利を侵害されやすい立場に置かれた子ど
もにサービスを提供するプログラムへの
資金拠出という点では、同国でも相当の
進展があったととらえている。所得審査
を通過した子ども（14歳まで）を対象
とする子ども扶養補助金、子どもの栄養
状態を向上させるための初等学校給食計
画、乳幼児・妊産婦に無償で基本的な保
健ケアを提供するプログラム、すべての
子どもを対象とした、資産調査を条件と
する保健ケアの提供、HIV／エイズのた
めに権利を侵害されやすい立場に置かれ
た子どもを特定・援助するプログラムな
どがその証左である。

　子ども予算部はまた、大がかりな取り
組みが必要とされる主要な分野も特定し

てきた。権利を侵害されやすい立場に置
かれた子どもたちに重要なサービスを提
供している非政府組織が資金不足に陥っ
ていること、子ども扶養補助金の適用対
象を拡大して15～18歳の子どもも含め
るようにすること、法定サービスの実施
に必要な全資金を拠出する政府の義務の
明確化、乳幼児の発達に関する規範およ
び基準を策定することなどである。

　子ども予算部は2005年度予算の評価
も行い、進展があったと考えられる分野、
課題が残されている分野を明らかにして
いる。2005年度予算のうち積極的意味
合いを持つ焦点のひとつは、経済成長の
強化を目指していることである。子ども
予算部は、これによって権利侵害を受け
やすい立場に置かれた家族の所得が増加
し、子どもたちの支援に結びつくだろう
としている。また、貧困や脆弱性の問題
に世帯レベルで対処するための社会イン
フラ、社会サービスおよび補助金に対す
る直接投資を増やしているほか、とくに
子どもを対象とする社会サービスや補助
金への追加投資も認められている。この
ような改善点にも関わらず、行き届かな
い部分も多く残っている。2005年度予
算において福祉サービスの提供拡大のた
めに配分された追加資金が、排除されて
いる子どもやその家族のニーズに対応す
るのに十分かどうかは、まったくわから
ない状態なのである。とくに非政府組織
を対象とした新たな資金拠出はまったく
行われておらず、不足額を埋め合わせる
州予算の負担が高まることになる。子ど
も扶養補助金の適用対象を14～18歳の
子どもに拡大することについても言及さ
れていないし、子どものための法定サー
ビスの資金を、南アフリカ政府が100％

拠出しなければならない義務についても
明記されていない。

　このような分析は、さらなる行動と財
源が緊急に必要とされている分野を、政
府および子どもの権利を擁護する人々に
対して示すうえで、このうえない効果を
発揮する。しかし、効果的な予算分析を
行うためには専門的なスキルと知識が必
要である。子ども予算部は、政府予算に
関する調査研究を実施するとともに、予
算分析に関する能力育成にも取り組んで
いる。南アフリカの４つの若者団体と提
携して、あらゆる社会階級の若者たちが
地域・州レベルの予算をモニターする能
力を身につけられるように教育と援助を
行い、南アフリカの子どもたちが、自分
自身の現在の生活と将来の生活をよりよ
いものにすることができるよう、能力育
成を図っているのである。

 p.93の注参照。
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現行のイニシアティブを拡大するにも高い費用が
かかる。しかし、このような子どもたちに対して
サービスを提供するための費用単価が高くなるこ
とは、必要不可欠なサービスに関する過去の公共
支出から彼らが得てきた恩恵が他の子どもたちよ
りも少ないという理由により、正当化することが
できる。ナミビア政府はこのことを認め、次のよ
うな結論を示している。「社会の周縁に追いやら
れている子どもたちは、応分の教育予算を受け取
る権利がある。彼らはこれまで教育上の権利を否
定されてきたのだから、彼らを包摂するための追
加的費用を認めなければならない」13

　排除された子どもたちに手を差し伸べるために
必要な資源は、子どもの優先的なニーズおよび権
利に対する公的資金の配分の適正化を通じ、同じ
金額をより費用対効果の高い方法で振り向ける
ことによっても得られる可能性がある。たとえば
南アフリカでは、少年法案の施行費用見積もりが
行われ、法案がさまざまな政府省庁にどのような
影響を及ぼすか、予測が行われた。同法案を施行
すれば、裁判に付される子どもの人数が減少する
ために法定代理人の費用が削減される。そうして
節約された資金を、法律に違反した子どもの権利
が尊重されるように再配分することができること
が、この費用見積もりを通じて明らかになったの
である。法案は、修復的司法の要素を持つプログ
ラムに子どもを送致することによって裁判前のこ
う留を回避する法的機構を拡大するとともに、処
罰の選択肢（収監に代わる措置も含む）を増やす
ことにもなった14。

　予算に関わる取り組みは、差別に関する公衆の
意識を高めることにも役立つ。インド・グジャ
ラート州の部族・森林労働者団体である「社会行
動・人間行動のためのイニシアティブを進める会」
（DISHA）は、州レベルの予算のなかで諸部門、
プログラムおよび計画がどのように盛り込まれて
いるかを検討するとともに、最貧層地域における
社会支出が他の地域に比べてどの程度の水準にあ
るかを分析している。この分析によって、最貧層
地域がないがしろにされていることが実証され、
その知見は地域の言葉で広められるとともに、議
員、報道関係者、野党、公益擁護活動家にも提供
された。政府に対しては、部族地域における社会
経済的状況と支出の分析結果に対応するよう働き
かけが行われた。この分析により、その後の予算
では予算配分および支出増が図られたのである15。

能力育成

能力育成は、社会の周縁に追いやられた子ども・
家族・コミュニティの地位向上につながる

　社会の周縁に取り残された集団は、政治システ
ムの権力から排除されることが多い。したがって、

障壁を取り除き、彼らの政治参加能力を強化する
ことが、このような集団を包摂するための要件と
なる。ラテンアメリカでは、先住民族が、自分
たち自身の利益の主張と権利擁護のために、国政
の舞台への関与の度合いをますます強めつつある
ところである。先住民族の子どもや若者も、各国
で重要な役割を果たしている。たとえばベネズエ
ラでは、2003年８月にアマゾナス州で「第４回
全国ネイティブ・アメリカン青年会議」が開催さ
れ、17の異なる先住民族集団から62名の若者が
参加。文化的アイデンティティに焦点を当てた話
し合いを行って各先住民族の生活の重要な側面を
特定するとともに、「全国ネイティブ・アメリカ
ン青年ネットワーク」の新しい役員を選出した。

　地方レベルで能力育成を進めることは、子ども
の権利を増進するための取り組みを成功に導くの
に必要不可欠である。コミュニティは、もっとも
権利を侵害されやすい立場に置かれた子どもたち
を見つけ出すうえで、また可能な場合にはそのよ
うな子どもたちに財とサービスを届けるうえで、
重要な役割を果たす。東部・南部アフリカの多く
の社会のように、伝統的な相互扶助制度が強力に
維持されている社会では、村人自身が外部からほ
とんど助力を得ることなく、親を失った子どもた
ちや権利を侵害されやすい立場に置かれたその他
の子どもたちに対して手を差し伸べられる可能性
がある。たとえばスワジランドでは、保護や情緒
面・物質面の支援を提供しているのはボランティ
アのシステムである。ボランティアは、子どもの
搾取や性的虐待の事件に介入し、被害者を安心さ
せ、親族と協議するとともに、ときには虐待を行っ
た者に接触したり警察に通報したりしている16。

プログラム

　プログラム支援は、周縁化と差別の根本的原因
に対処する代わりにはならないし、また強力な保
護的環境をつくりだす代わりにもならない。とは
いえ、排除されるおそれがある子どもや保護に対
する侵害に苦しんでいる子どもに手を差し伸べる
ために、暫定的な対応策として取り組むべき方策
は少なからず存在している。これらの方策により、
子どもたちの当座のニーズに対応することができ
るとともに、今後多くの面で子どもたちが排除さ
れることのないよう取り組んでいくうえでの下地
が整うはずである。

　このような方策の一例としては、社会の周縁に
追いやられた家族やコミュニティに対する種々の
免除の適用や、補助金の支給が挙げられる。これ
には彼らが置かれている状況に合わせてサービス
の基準を調整することも含まれる。これまでにも、
子どもを働かせずに学校に通わせることを奨励す
るための直接の補助金や給付金が、個別の子ども
や家族を対象に支給されてきた。たとえばブラジ
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ルでは、児童労働撤廃国家計画のもと、学校に通
う子どもひとりにつき約８米ドルの給付金が、毎
月、家族に対して支払われている17。学校給食プ
ログラムは、手を差し伸べることが困難な子ども
たちを教育制度の対象とするためによく用いられ
る、もうひとつの手法である。

必要不可欠なサービスの利用を妨げる最初の障壁
を取り除けば、利用促進を図ることができる

　必要不可欠なサービスの利用を阻む、最初の入
り口に横たわる障壁を取り除くために、改革が必
要となることが多い。障壁となるのは、たとえば、
地元の言葉でサービスが提供されていないこと、
スタッフの間に偏見があること、サービスを利用
するために身分証明カードないし住所証明書を提
示しなければならないことなどが挙げられる。た
とえばボリビアでは、農村部の先住民族コミュ
ニティに暮らす住民のうち85％を超える人々が、
土地の相続、子どもの就学登録、選挙への参加な
どに必要とされる正式な身分証明書を有していな
い18。国による抑圧の歴史がある国、または現に
抑圧が行われている国では、周縁に追いやられた
人々は政府関連機関との接触をためらうことがあ
る。知識や信頼がなかったり、文化的距離が原因
で、サービスが存在することやそのサービスから

得られる利益、またそのサービスが無償または負
担可能な料金で提供されていることさえ知らない
こともある。このような障壁を取り除くことは、
周縁に追いやられた子どもや家族に手を差し伸
べ、サービスの対象に取り込むための戦略として
効果的なものになりうる。このことは、就学のた
めには子どもの出生証明書を提示しなければなら
ないという要件の撤廃を決めた、2001年のドミ
ニカ共和国政府の決定でも明らかにされていると
ころである19。サービスとそのサービスからもた
らされる恩恵について広く知らしめる社会的動員
キャンペーンを実施することにより、どのような
選択肢があるのか、正確な情報を広めることがで
きる。

サービスのパッケージ化は利用増加につながる

　サービスを利用しやすくするもうひとつの方法
は、サービスをパッケージ化し、１カ所で複数の
サービスを得られるようにすることである。たと
えばスーダン南部では、子どもの予防接種プログ
ラムに合わせて、畜牛への予防接種（牛疫）を実
施。乳幼児は牧牛キャンプで暮らすのが一般的で
あり、また２種類のワクチンの保冷方法も似通っ
ていたことから、この組み合わせはとくにうまく
いった20。同様に、給水場を学校内に置くことに
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よって学校がコミュニティの中心になるよう努力
すれば、女子が水汲みのために移動しなければな
らない距離が短くなるので、女子が学校に通いや
すくなる。

サテライト・サービスや移動サービスにより、遠
隔地または窮乏した場所にいる子どもたちにサー
ビスを提供することができる

　場所によっては、包括的サービスが提供できる
ようになるまでの当座の措置として、サテライト・
サービスが必要になる場合もある。マレーシアの
サラワク州は本土から遠く離れており、費用負担
が大きすぎるため現段階では常設の保健診療所
を設置することができない。サラワク島での保健
ケアは、遠隔地サービスとコミュニティを基盤と
するサービスを組み合わせて提供されている。道
路網が整備されていないため、移動保健チームは
川沿いに、または「空飛ぶドクター」サービスと
して空路で移動するのが通例である。村には、と
くに乳幼児保健に焦点を当てて、応急手当、健康
促進、疾病予防、治療ケアおよびコミュニティ開
発に関する研修を受けた保健補助員がおり、この
サービスを補完している。政府は、認定証の発行、
物資や移動面の支援、さらなる研修機会の提供と
いった形でインセンティブを与えている21。

　サテライト・サービスや移動サービスは、貧困
家庭や遠隔地に住んでいる人々̶̶その多くが現
段階では必要不可欠なサービスから排除されてい
る̶̶に手を差し伸べるうえできわめて重要な役
割を果たすことが多い。自宅出産が行われたり、
子どもが出生登録されなかったり、医者にも連れ
て行ってもらえず、予防接種も受けられない理由
として、サービスを受けられる場所が離れている
ことはしばしば引き合いに出される要因だからで
ある。遠隔地サービスや戸別訪問キャンペーンは、
予防接種のために用いられる戦略として効果的な
ものであり、他の分野にも応用可能である。たと
えばユニセフは、セルビアの保健省および公衆衛
生研究所と連携して同国のさまざまな場所に移動
チームを派遣し、出生登録されていない子どもを
見つけ出して登録するとともに、結核、ジフテリ
ア、破傷風、百日咳、はしか、ポリオといった、
子どもの死亡につながりやすい主要な病気の予防
接種を実施した22。
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子どもの権利指標： エクアドルとメキシコにおける子どもの権利状況を評価する

　エクアドルとメキシコでは、子どもと青
少年に焦点を当てた国家的な監視機関があ
り、子どもの権利が実際に守られるように
活動している。いずれの国でも、子ども
の権利がすべての面において充足されるこ
とを目指す国民的コンセンサスを促進する
うえで、市民社会のさまざまな層の参加が
必要不可欠な要素として位置づけられてき
た。

　2001年、エクアドルの「子どもと青少
年の権利のための監視機関」が、子どもの
権利指標の確立に向けて最初の一歩を踏み
出すことに成功した。これは、子どもと青
少年の人生のあらゆる段階において、生存、
健康、十分な栄養および教育に対する権利
がどの程度充足されているかを測定するも
のである。同監視機関は最近、選挙で選ば
れた地元機関が、各コミュニティにおける
子どもの権利指標の改善をもたらす行動を
とるよう懸命に働きかけた。

　メキシコでは、産業界、学界、政界、メ
ディア、娯楽産業をはじめとするさまざま
な分野で名声を博する市民から構成された
ユニセフ・メキシコ顧問委員会が、子ども
の権利の問題に関する世論の喚起と社会的
動員に主要な役割を果たしている。委員会
がとった具体的施策は、子どもの権利指標
の構築と公表である。顧問委員会は、ユニ
セフ・メキシコ事務所と、NGOである「子
ども・青少年・家族政策に関する市民監視
機関」と連携して、2004年に指標を確立
した。

　子どもたちが直面する身体的・情緒的・
知的発達の課題は年齢によって異なるた
め、メキシコとエクアドルの指標は子ども
の発達段階に細かく配慮したものとなっ
ている。子どもの権利を充足する際の優先
課題の変化に対応するため、指標は３段
階̶̶乳幼児（０～５歳）、学齢児童（６
～12歳）および青少年（13～18歳）̶̶
ごとに算定される。

　これらの指標は、生存・健康・教育に関
わる子どもと青少年の権利を国がどの程度
充足しているかを測定するとともに、社会
的・経済的・文化的障壁によって子どもの
権利行使が妨げられている分野を明らかに
している。子どもの健康・福祉の諸側面の
うち、社会支出や支援策の変化に影響を受
けやすい分野で測定を行い、膨大な量の情
報をひとつの尺度にまとめて、状況の全体
像を包括的に描き出す。さまざまな情報源
からデータを集積した後、あらゆる指標を
０から10のいずれかの目盛りに換算する

（０が各指標の最低値を表し、10はその権
利がすべての子どもによって完全に行使さ
れていることを意味する）。検討の対象と
されたそれぞれの権利について単純平均を
割り出し、それによって得られた数値の平
均をもって最終結果とする。

　エクアドルとメキシコの指標は、社会に
とって、時間の経過にともなう進展を測
定・追跡する手段となるものである。それ
ぞれの国のなかで子どもの福祉にどのよう
な格差が存在するかを特定するうえでも役
に立つ。メキシコ子どもの権利指標によれ
ば、同国の子どもの権利の充足状況は、全
体としては徐々に改善されてきた。1998
年に4.68だった指標は、2000年には5.25、
2003年には5.71となり、過半数の州でも
改善が見られる。しかし州の間に大きな格
差があることも指標は明らかにしており、
先住民族が人口比に占める割合がもっとも
大きい州が、権利の充足水準がもっとも低
いということがわかっている。エクアドル

でも同様に、先住民族人口がもっとも多い
州で評価点が低かった。子どもの権利が充
足されないままとなる確率は、指標をもと
に測定すると、貧しいコトパクシ州とチン
ボラソ州において、最高評価を獲得したガ
ラパゴス州の９倍にのぼった。都市部と農
村部の間でも相当の格差が観測された。乳
幼児期関連の指標についてはエクアドルで
も全体として改善が見られ、2002年から
2003年にかけて3.4から3.6へと向上して
いる。

　これらの指標は公式データを収集してそ
の情報を分析・普及するものであり、家族
やコミュニティはこの指標によって、自分
の子どもの権利がどの程度充足されている
のか、という評価を知ることができる。そ
こで目標とされているのは、一般大衆が指
標の進展をモニターし、これらの権利を普
遍的に保障する公共政策を求めて声を上げ
られるようになることである。

エクアドルとメキシコにおける子どもの権利指標：
乳幼児期における生存・健康・教育の状況を評価するための変数

権利 指標 政策上の優先課題
乳幼児（０～５歳）

生存の権利 ５歳未満児死亡率

妊娠・出産関連の原因によ
る女性の死亡率

すべての人が母子保健ケア
を受けられるよう保障する
（産前ケアおよび分娩中のケ
アを含む）

健康的で安全な発達
に対する権利

低体重（対年齢） 健康的な居住環境を保障す
る（人間にふさわしい住居、
安全な水および衛生設備を
含む）

栄養不良を原因とする死亡 すべての人が十分な栄養を
摂取できるよう保障する（子
ども・家族を対象とした栄
養教育、および補完的栄養
補給プログラムを含む）

知的・情緒的発達に
対する権利および教
育を受ける権利

就学前教育への不参加

母親の教育

16歳以上の女性の非識字率

すべての人が乳幼児期の教
育および知的刺激を受けら
れるよう保障する（情報サー
ビスおよび親のための支援
を含む）

注：この表は、ライフサイクルのうち乳幼児期に関わる「メキシコ子どもの権利指標」、および「エクア
ドル子どもの権利指標」を組み合わせたものである。

出典： エクアドルとメキシコの子どもの権利指標。
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　指標評価を向上させるために、政府は、家族とコ
ミュニティ、市民社会組織、メディア、民間部門と連
携し、迅速で断固とした行動をとらなければならない。
予防可能な子どもの死亡件数を削減し、栄養不良を少
なくし、子どもが就学前教育を受けられるようにする
ための公共政策が継続的に適用されるようにするうえ
で、これらの主体が努力を結集することが必要不可欠
である。このような連携が構築されつつあることを示
す心強い兆候は、すでに少なからず存在する。たとえ
ばメキシコのミチョアカン州とサカテカス州では、政
府が音頭をとって「子どもたちのための社会的対話」
が始まった。これは、子どもの権利を充足するための
諸目標（指標の改善を含む）について幅広い合意を形
成し、それらの目標を達成するための具体的行動に対
する社会のあらゆる層の支持を促進しようとするもの
である。

　エクアドルのカルチ州では、地域援助プログラムに
よる措置がとられた後、指標が2.8から3.9へと向上し
た。５歳未満児死亡率が低下するとともに、基礎教育
の第１学年における就学率が上昇したのである。地域
援助プログラムは打ち切られる予定だったが、それが
子どもたちの状況に積極的な影響を及ぼしたこと、お
よび監視機関がタイミングを外さず介入したことによ
り、政府はこの種のイニシアティブに恒久的に予算を
配分することを決定した。

 p.93の注参照。
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市民社会

市民社会の参加により、支援の範囲が広まる

　「市民社会組織」とは幅広い機関・主体を包含
する言葉であり、コミュニティに根ざした組織、
非政府組織、シンクタンク、社会運動、宗教団体、
女性の権利運動、草の根運動、先住民族運動、ボ
ランティア組織などが含まれるが、これらに限ら
れるものではない23。国連は、統治・開発に市民
社会の参加を得ることの重要性を認識し、それを
国連改革プロセスの一環に位置づけてきた。国連
事務総長は、2002年に国連総会に提出した報告
書のなかでこの重要性を強調するとともに、翌年
には専門家委員会を設置し、国連と市民社会、そ
して民間部門・議会との関係を改善させる方法に
ついて現実的な勧告案を求めている。それ以来、
市民社会の参加は国連におけるきわめて重要な課
題として位置づけられてきた。

　国際的な非政府組織（NGO）は、諸問題に対
する各国政府および国際社会の注意を喚起するこ
とにより、また大規模なプログラムやプロジェク
トを実施することにより、きわめて重要な役割を
果たしている。たとえばプラン・インターナショ
ナルは、すべての子どもが出生時に登録されるよ
う各国政府に求める国際キャンペーンを展開して
きた。同団体は、40カ国を超える世界中の国々で、
地元パートナーと協力しながら子どもの出生登録
率を上げるための活動に取り組んでおり、いくつ
かの国では大きな成功を収めている。たとえばカ
ンボジアでは最近、プラン・インターナショナ

ルが政府および国連ボランティアと連携して「移
動登録プロジェクト」を実施し、２カ月間で150
万人の登録を完了した。来年度には、全人口の約
1,300万人の登録を目指している。インドでは、
プラン・インターナショナルの活動により、オリッ
サ州だけで320万人の子どもを登録することに成
功している。

地域の市民社会組織は、排除され、見えない存在
となっている子どもたちを援助するために多くの
任務を遂行することができる

　地元コミュニティの住民から構成される市民社
会組織は、もっとも支援の手が届きにくい子ども
たちに合わせた開発戦略を組み立てるうえで、コ
ミュニティのなかでもっともよい立場に置かれて
いることが多い。これらの組織は、状況分析と公
的権利擁護、政策立案とサービス拡充、モニタリ
ングと評価、資金集めなどのさまざまな方法で、
このような子どもたちの包摂に貢献することがで
きる。市民社会組織は、このような活動に加え、
コミュニティにおける意識啓発、社会的タブーへ
の挑戦、重要な問題に関する開かれた議論の促進、
そして最終的には公衆の行動変革において、鍵と
なる役割を果たす。

　職能団体は、市民社会組織が子どもの権利に関
わる諸問題を積極的に促進してきた領域のひとつ
である。ハルトゥーム（スーダン）の女性弁護士
NGOである「ムタウィナート共済会」は、女性
と子どもに対する法律サービスを長年にわたっ
て無償で提供してきた。そのほとんどは極度の貧
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困下で暮らす国内避難民である。同団体は、刑務
所に̶̶しばしば子どもとともに̶̶収容された
女性の窮状に注意が向けられるよう働きかけると
ともに、子どもの権利条約の意味あいについて裁
判官や警察官を啓発する活動にも取り組んでき
た24。ネパール農村部で行われている類似の取り
組みでは、主として女性から構成されるコミュニ
ティ準法曹委員会が、女性や子どもに対する暴力
が生じた場合の通報手段を提供し、その監視に努
めている25。

宗教的指導者・組織の参加は、子どもに関わるデ
リケートな問題に対応するうえできわめて重要で
ある

　宗教は、ほとんどの開発途上国の社会的・文化
的生活において中心的役割を果たしている。宗教
的指導者や信仰に基づいて社会奉仕活動を行う組
織は大いに尊敬されており、人々はその言葉に耳
を傾ける。彼らは、意識を喚起し、行動に影響を
及ぼすうえで非常に強い立場にあるのだ。宗教的
指導者・組織は、世界中で、HIV／エイズの蔓延
を抑え、貧困と闘い、女性器切除のような有害な
伝統的慣行に終止符を打つべく活動している。ま
た、教育に対するすべての子どもの権利など、子
どもの権利擁護にも取り組んでいる26。

　ときとしてデリケートな、あるいはタブー視さ
れているこれらの問題に対する取り組みは、コ
ミュニティの中で声を上げることを通じて進めら
れる。さまざまな地域に設置されている宗教間評
議会は、話し合いを進め、行動のための枠組みを
創出する場となっている。宗教的指導者が、とく
に中央政府やNGOと連携してHIV／エイズの蔓延
と闘ってきたところでは、HIVの予防およびエイ
ズがもたらす困難な状況の緩和という点で相当の
成功が収められてきた27。

　「パストラル・ダ・クリアンサ」（子どもたちの
司教）プロジェクトは、この21年間、約24万人
という膨大な人数のボランティア・ネットワーク
に依拠しながら、ブラジルのほかラテンアメリカ・
アフリカ諸国14カ国の最貧層コミュニティで、
子どもの死亡と飢餓を削減するための活動を続け
ている。カトリック教会、ユニセフその他の機関
に支えられてきたこの取り組みは、子どもの権利
のための革新的努力が認められ、2005年１月に
第１回スペイン国王人権賞を受賞した28。このよ
うなプロジェクトが運営されているのはこれらの
国々だけではない。たとえばタイでは、「サンガ・
メッタ」プロジェクトを通じて3,000人を超える
仏教僧・尼僧・修行僧が研修を受け、HIV感染の
予防、家族への支援の提供、偏見や差別の防止の
ための活動をそれぞれのコミュニティで行ってい
る。このような努力は、HIV／エイズと結びつい
たスティグマへの挑戦という点で顕著な効果を発

揮し、HIV陽性の女性や子どもがそれまで排除さ
れていた集団や学校に復帰したり、HIV／エイズ
とともに生きる母親のもとに子どもが帰されると
いう成果につながっている29。

　市民社会組織は、優先されるべき分野やコミュ
ニティの特定と対象の明確化、効果的な実施戦略
の立案、国家予算・地方予算における優先順位の
設定、およびこれらの戦略の立案・実施への女性
と子どもの参加促進にも寄与することができる。
市民社会組織は地域レベルでのニーズや制約につ
いて直接の情報を有しているので、政策議論に貴
重な貢献をもたらすことができるからである。政
策立案関係者は、排除されている子どもやその家
族の関心事を、草の根組織を通じて知ることが多
い。政策立案への市民社会の関与に関わるひとつ
のモデルを提示しているのが、「世界エイズ・結核・
マラリア対策基金」である。同基金は、市民社会
組織を含む国レベルのパートナーシップ体制を構
築し、優先的ニーズにもとづいて助成申請を行う
よう呼びかけている。助成が認められれば、その
パートナーシップ体制を通じてプログラムの実施
状況の監督が行われるのである30。

図4.3　 信仰に基づいて社会奉仕活動を行う組織が、親を
失った子どもおよび権利を侵害されやすい立場に
置かれた子どものために進めている主な活動（南
部・東部アフリカ諸国*）

 

* ケニア、マラウイ、モザンビーク、ナミビア、スワジランドおよびウガンダ。

出典： World Conference of Religions for Peace and United Nations Children's Fund, Study of the 
response by faith-based organizations to orphans and vulnerable children, January 2004.

里親託置の促進

コミュニティ・スクール

宗教教育

保育

所得創出

医療ケア

カウンセリング

家庭訪問

HIV感染予防

学校支援

物質的支援

ストリート・シェルター

施設

0 100 200 300 400

13

41

54

95

150

76

19

162

195

371

257

315

27



��� 世界子供白書2006

子ども参加を奨励すれば、子どもの能力育成にも
役立つ

　子どもは、私たちの慈善や保護を受動的に受け
取るだけの存在ではなく、権利を有する主体的な
市民であって、コミュニティや社会に参加するこ
とができなければならない。しかし子どもたちに
は政治的発言権がなく、政治的代表も存在しない
ため、公共政策に関する議論からたやすく取り残
されてしまう。政策立案に携わる者は、すべての
子どもの意見、とくに排除され、見えない存在と
なっている子どもたちの意見に耳を傾け、その意
見を考慮に入れるようにしなければならない。私
たちが周縁に追いやられた子どもたちの包摂に
完全に成功したことを示すのは、彼らの参加であ
り、彼らの存在が新たに見えるようになることで
ある。子ども参加は、関連する子どもたちの能力
の発達に応じて展開・支援を進める必要がある。

　「子どものためのグローバル・ムーブメント」は、
子どもの権利の増進と子ども参加の促進の両方を
目的としており、両者を切り離せないものとして
とらえている。国連子ども特別総会（2002年）
に向けて始まったこの運動には、国際機関から地
域の子どもグループに至るさまざまな組織が参加
している。2005年には、グローバル・ムーブメ
ントの代表者らが主要８カ国首脳会議の直前に報
告書を発表し、世界でもっとも大きな力を有する
国々の指導者らに、子どもの貧困に終止符を打つ
という約束を思い出すよう求めた。彼らが強調し
たのは、この目標は現実的かつ達成可能なもので
あり、経済的観点からも必要不可欠な、道徳的な
義務だということである。

　また2005年には、グローバル・ムーブメント
の一環として、アフリカの13カ国の̶̶家庭内
労働から靴磨きに至るさまざまな仕事をしてい
る̶̶子どもたち数千人が、子どもの権利の追求
における世界の進展について子どもたち自身が実
施した国際調査の第１次結果を発表した。報告書
では、教育や子ども参加に関わる一部の分野では
若干の進展が見られたものの、貧困が依然として
蔓延していると述べられている。さらに、政府が
自らの約束について説明責任を果たすよう、世界
中の子どもたちがともに行動することも勧告して
いる31。

　若者による市民社会組織も、若者フォーラムや
若者議会を通じて政策論議に貢献する度合いを強
めている。たとえば「エチオピア・ユース・フォーラ
ム」では７回にわたって会合を開催し、ストリート・
チルドレン、貧困削減と若者、HIV／エイズ、直近
では女子教育など、さまざまな問題を取り上げて
きた。2004年には、子ども自身による子ども調査
に参加し、学校に通っていない子どもがどこにい
るかを調べ、その就学を求めて声を上げている。

　子ども自身による子ども調査はいくつかの国で
実施され、子どもたちが、地域レベルでの開発プ
ロセスにおいて、またとくに排除され、見えない
存在となっている子どもたちを見つけ出すうえ
で、有効な主体になりうることを明らかにしてき
た。たとえばインドのプロジェクトでは、子ども
たちに、村または近所の地図を描き、学校に通っ
ていない子どもがいる家に印をつけて男女の人数
も書いてもらった32。この地図によって、地元の
計画立案者は重要な情報を手に入れることができ
るとともに、地域が不利な立場に置かれている現
状や教育の大切さについて、コミュニティの意識
も高まる結果となった。また、子どもたちがプロ
セスのまさに中心に位置づけられたことにより、
エンパワーメントの感覚と教育の双方が増進され
たのである。

メディア

メディアには、子どもたちとの約束に関する意識
を喚起し、進展を監視するうえで、他には代えら
れない重要な役割がある

　職業としてメディアに従事する人々̶̶ジャー
ナリスト、ライター、放送関係者、番組制作者
等̶̶は社会の目であり、耳であり、声であっ
て、子どもたちがどのように映し出され、描き出
されるかを決定するうえで大きな影響力を有して
いる。ニュースで、またメディアが重視する諸問
題のひとつとして正面から子どもの権利を取り上
げたり、これらの権利侵害に対して一般大衆や世
論形成に影響力を有する人々の注意を喚起するこ
ともできるし、自らの活動を通じて政府の説明責
任を問うことも可能である。公衆のための監視役
として、メディアは、子どもの権利の尊重、およ
び権利侵害の処罰をたしかなものとするうえで、
他には代えられない役割を担っている。メディア
は、子どもたちとの約束を果たすうえで、政府が
どの程度前進しているか、独立した立場から公の
監視を行うことができるのである。職業としてメ
ディアに従事する人々は、その活動を通じ、世論
を形成したり行動に影響を及ぼすことも可能であ
る。人々の生活の質を向上させるような変革を実
行するよう、政府、市民社会組織、個人に働きか
けることもできる。

子どもの問題に関する報道は、配慮と理解を持っ
て行わなければならない

　排除され、見えない存在となっている子どもた
ちは、ストリート・チルドレンから子どもの兵士
に至るまで、迫力のあるニュースの素材になるこ
とが多い。メディアには、このような子どもたち
の包摂を求める社会的な動きを醸成するうえで、
大きな可能性がある。しかし、職業としてメディ
アに従事するすべての人々が、本来持つべき尊重
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の念と理解を持ってこのような子どもたちの姿を
伝えるよう配慮しているわけではない。メディア
は、たとえば虐待・紛争・犯罪・貧困の無力な被
害者、犯罪の加害者、あるいは魅力的で無垢な存
在というステレオタイプな子ども像をつくりあげ
ることにより、ときとして子どもの搾取を助長
してしまうことがある。このような一面的な描き
方は、センセーショナリズムとあいまって、権利
侵害をこうむっている子どもの搾取にもつながり
かねないのである。たとえば、子どもの素性が特
定されるような詳細を明らかにしたり、子どもの
能力や力を探究しなかったりすることがその一例
である。子どもの権利条約や、ユニセフ「子ども
に関する倫理的報道の原則」33といった枠組みを
貫く指針を活用し、子どもの権利の促進と尊重を
図らなければならない。あらゆる場合に、子ども
の最善の利益が第一義的な関心事となるべきであ
る。

　子ども・若者に関する報道の質的向上に対して
全体的なアプローチがとられている好例として
は、ブラジルの「子どもの権利ニュース・エージェ
ンシー」（ANDI）がある34。子どもの権利ニュー
ス・エージェンシーのジャーナリストはメディア
を監視し、どの社が子どもたちをもっとも否定的
に描き出しているかを示す番付を発表しているの
である。報道各社が番付の順位を上げようと努力
するため、この番付によって報道のトーンが徐々
に変わってきた。子どもの権利ニュース・エージェ
ンシーは、監視活動以外にもニュース・ガイドラ

インの提示やジャーナリスト研修も行うほか、子
どものための社会的プロジェクトへの注目を高め
ている。また、「子どもに優しいジャーナリスト」
という賞は、受賞すれば子どもたちにアクセスし
やすくなるため、報道にあたっての配慮を促すイ
ンセンティブになってきた。このモデルは現在、
ラテンアメリカの他の8カ国でも採用されつつあ
る35。

　メディアが描く子どもたちの姿を改善するとと
もに、自分自身の視点から話ができるよう子ども
たちの能力育成を図る方法のひとつは、子どもた
ちが番組制作者や出演者として直接参加するよう
奨励することである。アルバニアでは、ある施設
の環境を10代の若者が報道したことがきっかけ
で、その施設の運営改革が行われた36。このこと
は、メディアを賢明に活用すれば、それ自体、子
どもが自分自身を守るための強力な手段として機
能しうることを実証するものである。

　メディアにおける子どものイメージの問題につ
いては、建設的、かつ支えにつながるような議論
が必要とされる。メディア組織は、子どもの生活
のあらゆる側面について責任ある報道ができる、
専門記者を任命すべきである。職業としてメディ
アに従事する人々とメディア組織は、どのように
すれば子どもとその権利について責任ある報道を
することができるか、その方法について自己研鑽
を進めなければならない。
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ユニセフ　子どもに関する倫理的報道の原則と指針

　子どもや若者について報道する行為に
は、特別な課題がともなう。場合によって
は、子どもたちについて報道することによ
り、当人または他の子どもたちが、報復さ
れたり偏見に晒されてしまうおそれがある
からである。

　ユニセフは、ジャーナリストのために、
子どもに影響を及ぼす問題について報道を
する場合の諸原則を策定してきた。これら
の原則は指針として提示されており、メ
ディアが、子どもの権利条約にもとづく子
どもの権利を尊重しながら、年齢にふさわ
しい配慮のある方法で子どもたちに関する
報道を行うのに役立つものであると、ユニ
セフは信じている。これらの指針の目的は、
倫理にのっとり報道を行う報道関係者の善
意、すなわち子どもの権利を損なうことな
く公益に奉仕するという彼らの意志を支援
することにある。

原則

1.  すべての子どもの尊厳と権利が、あらゆ
る状況において尊重されなければならな
い。

2.  子どもにインタビューし、また子どもに
ついて報道する際には、１人ひとりの子
どもが有している、プライバシーと秘密
を守られる権利、意見を聞かれる権利、
自己に影響を与える決定に参加する権
利、および、現実の被害や報復またはそ
の可能性から保護される権利に、特別な
注意が払われなければならない。

3.  １人ひとりの子どもの最善の利益は、子
どもに関わる問題についてのアドボカ
シーおよび子どもの権利の促進を含む他
のすべての考慮事項に優先して保護され
なければならない。

4.  子どもの最善の利益を決定するときは、
意見を考慮される子どもの権利が、その
年齢および成熟度にしたがって正当に重
んじられなければならない。

5.  報道の政治的、社会的および文化的影響
について、子どもの状況にもっとも近く、
その状況を評価するのにもっともよい立
場にある人々と協議を行わなければなら
ない。

6.  子ども、きょうだいまたは友人を危険に
晒すおそれのある記事または映像は、た
とえ身元が変更され、曖昧にされ、また
は明らかにされていない場合であって

も、公表してはならない。

子どもにインタビューする際の指針

1.  いかなる子どもにも害を及ぼしてはなら
ない。一方的な価値判断をともなう質問、
態度またはコメントは、文化的価値観を
配慮しないもの、子どもを危険もしくは
屈辱にさらすもの、またはトラウマの原
因となった出来事から生ずる苦痛および
悲しみを再活性化するものとともに、避
けなければならない。

2.  インタビューする子どもを選ぶにあたり、
性別、人種、年齢、宗教、地位、教育的
背景または身体的能力を理由とする差別
をしてはならない。

3.  演出をしてはならない。子ども自身が
経験していない話をしたり行動をとるよ
う、子どもに求めてはならない。

4.  話している相手が報道関係者であるこ
とを、子どもまたは保護者が承知して
いるようにしなければならない。インタ
ビューの目的と、それがどのように使用
されるのかという点について説明しなけ
ればならない。

5.  インタビュー、ビデオ撮影、および可
能な場合にドキュメンタリー写真の撮影
を行う場合には、子ども自身、およびそ
の保護者の許可を常に得なければならな
い。この許可は、可能かつ適切な場合に
は、書面で得るべきである。許可は、子
どもと保護者がいかなる意味でも強制を
受けていないことが保障できる状況下
で、かつ、自分が登場する記事が地域的・
国際的に報道される可能性があることを
確実に理解している状況下で得なければ
ならない。これが可能になるのは、通常、
許可が子ども自身の言語で得られ、かつ
子どもが信頼するおとなと協議したうえ
で決定が行われる場合に限られる。

6.  子どもに対するインタビューの場所、お
よび方法に注意を払わなければならな
い。インタビューする者と撮影を行う者
の人数は抑えるべきである。子どもが安
心し、外部からの圧力（インタビューを
行う者からの圧力を含む）を感じること
なく話ができるよう努めなければならな
い。映画、ビデオおよびラジオ・インタ
ビューの際には、背景映像または背景音
の選択が子ども自身ならびにその生活と
話に与える印象について考慮する必要が
ある。子どもの家、コミュニティまたは

一般的所在を示すことにより、子どもが
危険に晒されたり悪影響を受けることの
ないようにしなければならない。

子どもについて報道する際の指針

1.  いかなる子どもに対しても、いっそうの
汚名を着せることがあってはならない。
否定的な報復（新たな身体的・心理的危害
を含む）を受ける危険に子どもを晒した
り、子どもが生涯にわたって地域コミュ
ニティから虐待、差別もしくは拒否され
ることにつながるようなカテゴリー化、ま
たは描き方は避けなければならない。

2.  子どもの話または映像の背景を常に正確
に提示しなければならない。

3.  次のような子どもについては、名前を変
更し、かつ身元の特定を防ぐため映像に
加工を施す配慮が常に行われなければな
らない。

•性的虐待・搾取の被害者
•身体的・性的虐待の加害者
• HIV陽性の子どもまたはエイズとともに
生きる子ども（子ども、親または保護者
が十分な情報を得たうえで同意した場合
を除く）

• 罪を犯したとして告発された子ども、ま
たは有罪判決を受けた子ども

4.  次のような子どもについては、危害ま
たは報復の（潜在的）危険性がある一
定の状況において、名前を変更し、か
つ身元の特定を防ぐために映像に加工
を施す配慮が行われなければならない。

•現役の、または元子どもの兵士
•庇護希望者、難民または国内避難民

5.  場合によって、子どもの身元̶̶名前お
よび（または）認識可能な映像̶̶を明
らかにすることが子どもの最善の利益に
かなうこともある。ただし、子どもの身
元が明らかにされるときは、子どもはい
かなる被害からも保護され、かつスティ
グマの付与または報復が行われる可能性
のある期間中、支援を提供されなければ
ならない。

　 このような特別な事例に当てはまるいく
つかの例としては、次のものがある。

• 子ども自身が、表現の自由に対する権利
および意見を聞かれる権利を行使したい
と望んで、報道関係者に接触してきたと
き
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• 子どもが社会活動または社会的動員の継
続的プログラムに参加しており、参加者
として特定されたいと希望するとき

• 子どもが心理社会的プログラムに参加し
ており、自分の名前および身元が健康的
な発達の一環であると主張するとき

6.  子どもの発言が正確かどうか、他の子ど
もまたはおとな（望ましくはその両方）
に確認しなければならない。

7.  子どもが危険に晒されているかどうか確
証が持てない場合には、その話にどれほ
どのニュース価値があっても、個別の子
どもではなく、子どもたちの一般的状況
について報道することを選ばなければな
らない。

    p.93の注参照。

メディアとの連携によりキャンペーンの実効性が
高まる

　メディアは、個人に直接情報を伝えることによ
り、具体的問題について一般大衆を啓発するため
の手段にもなりえる。テレビとラジオは、情報の
普及や視聴者の啓発のためにほとんどの社会で
活用されている媒体である。教育のためにメディ
アと連携することにより、このような取り組み
の実効性が高まる。国連、国連エイズ合同計画
（UNAIDS）およびカイザー家族財団が進めてい
る「グローバル・メディア・エイズ・イニシアティ
ブ」は、HIV／エイズの流行に関するメッセージ
を長短さまざまな放送番組に組み込むという手法
を通じて、HIV／エイズとの闘いにメディア企業
の参加を得ようとする試みである37。20名を超え
る世界中の主要メディア企業の幹部がこのイニシ
アティブに参加し、HIV／エイズに関する一般大
衆の知識と理解を広めることに企業として取り組
むことを約束した。

　インターネットという資源も、排除され、見え
ない存在となっている子どもたちの状況に光を
当て、彼らの権利を充足するためのパートナー
シップと行動を促進する目的で、国内外の機関、
NGOそのほかの組織によって活用されつつある。
そのひとつの例が、ウェブを基盤とした、メディ
ア従事者向けのリソースセンター、「エイズ・メ
ディアセンター」である。そこには、職業として
メディアに携わる者同士の間の対話促進を目的と
した公開制限資料、連絡先情報、背景文書、マル
チメディア資料が掲載されている。また、英国放
送協会（BBC）ワールド・サービス・トラスト
が設置した「ベスト・プラクティス・メディア・
リソースセンター＆データベース」は、HIV／エ
イズに関するメディア向け資料を提供するととも
に、研修も実施している。BBCは、子どもの権
利および子どもに関わる問題専門のセクションを
ウェブサイトに設けて定期的に更新している、数
少ない国際的放送企業のひとつでもある。
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民間部門

　通商機関、商工会議所、産業界のその他の構成
員をはじめとする民間部門の組織が子どもたちの
包摂という面で果たす役割も重要である。民間部
門の組織は、子どものために保護的な環境をつく
りだすパートナーとして、また自分たちの行為が
子どもたちに害を及ぼしたり子どもの搾取につな
がることのないように保障するという形で貢献す
ることができる。民間部門組織がこれを実践する
もっとも効果的な方法のひとつは、行動規範を制
定・遵守し、またスタッフの意識啓発や研修を行
うことにより、企業の社会的責任を果たすことで
ある。

企業は、自社の活動によって子どもたちが排除さ
れたり、その存在が見えなくなることのないよう、
注意しなければならない

　最近になって、多くの企業が、企業の社会的責
任をなんらかの形で受け入れるようになってき
た。すなわち、企業はあらゆる事業展開および活
動において、すべての利害関係者に対して説明責
任を負っており、経済的側面だけではなく社会的・
環境的側面においても持続可能な開発を目指さな
ければならないということである。企業が社会的

責任に関する報告書を発行し始めたことで、児童
労働の問題に光が当たり、こうした権利侵害の中
止を求める消費者の声にもつながっていった。危
険な児童労働の根絶や公正な労働慣行の実施のた
めに、また自社の利益を生み出してくれる人々に
対する責任を回避するための手段としてアウト
ソーシングが利用されることのないよう、圧力を
かけ続けなければならない。

　世界中の子どもの保護という面で注目すべき
一歩が、2004年４月に踏み出された。「子ど
も買春防止のための旅行・観光業界行動倫理規
範」が策定されたのである。この行動倫理規範
は、エクパット（End Child Prostitution, Child 
Pornography and Trafficking of Children for 
Sexual Purposes）と、観光業界の民間部門グルー
プの協力で誕生した38。エクパットは子どもの商
業的性的搾取の根絶に取り組んでいる組織の連合
体であり、国連経済社会理事会との特殊諮問資格
を有している。この行動倫理規範に参加するホテ
ル・旅行業界は、子どもの商業的性的搾取に反対
する倫理的な企業方針の確立、子どもの性的搾取
が行われている国での職員研修、子どもの性的搾
取についての旅行者への情報提供などに取り組む
ことが求められる39。

児童労働と企業の社会的責任： 児童労働と闘うためのユニセフ-IKEA（イケア）プロジェクト

　インドでは、５～14歳の子どもの14％
が児童労働活動に従事していると推定され
ており、その活動には、大規模な多国籍企
業が国外に直接輸出するための、しばしば
安価な製品の製造も含まれている。こうし
た子どもたちのほとんどは、概して監視制
度の目が届かないインフォーマル部門で働
いており、一個人の家で下請け作業をして
いることも多い。

　企業にとって、また企業が間接的に雇
用している児童労働者にとって、このこ
とにはどのような意味があるのだろうか。
1990年代初頭以降、多国籍企業は児童労
働に反対する方針を自社の行動規範に盛り
込み始めた。住宅家具のデザイン・製造・
販売に携わる多国籍企業、イケア（IKEA）
グループは、民間部門が、どのようにすれ
ば子どもの権利条約を枠組みとして活用し
ながら、社会的責任に反しないやり方で開
発途上国でのビジネスを展開できるかとい
う一例を示している。

　イケアは、サプライ・チェーンのいかな
る段階においても子どもが雇用されること
のないようにするため、同社と契約するす
べての供給業者に適用される行動規範「児

童労働を防止するためのイケア方針」を策
定した。この行動規範は、すべての契約業
者に対し、子どもの権利条約を尊重するよ
う求めるものである。これに加えて、行動
規範の遵守を確保するため、イケアの社員
が定期的に現地訪問を行い、現場で子ども
が働いていないことを確認しているほか、
少なくとも年に１回、独立の監査役による
抜き打ちの査察が行われている。このため、
イケアの仕事をとりたいと望む地元の業者
は、子どもおよび最低就労年齢に関わる現
行の地域法・国内法にもとづいて策定され
た、同社の行動規範を遵守せざるをえない。

　ユニセフとイケアは、インドのウッタル
プラデシュ州でこの行動規範を実施するた
めに力を合わせた。ユニセフが2000年に
開始した「バルアディカール-イケア・イ
ニシアティブ」フェーズ１では、イケアが
現在じゅうたんを調達している200の村が
対象とされている。ウッタルプラデシュ州
は、インドの働く子どもの15％が存在す
ると推定されている地域である。これらの
子どもたちはもっぱらインフォーマル部
門で雇用されており、家族・世帯単位で働
いている。ウッタルプラデシュ州のじゅう
たん産業はインドのじゅうたん輸出額の約

85％を占めており、高度に分散化されて
いる。そして、じゅうたん織りに従事する
労働者の多くは、社会の周縁に追いやられ
た農村部の世帯が占めているのである。

　同プロジェクトは、いまでは500の村を
対象とするまでに拡大された。その根本に
あるのは、単に子どもを仕事から引き離し
たり、多国籍企業の供給業者の契約を停止
したりするだけでは、児童労働を根絶する
ことはできないという考え方である。それ
だけでは、子どもたちは違う雇用者のとこ
ろに行くだけだからだ。そこで、児童労働
の根本的な原因に対処することに力が入れ
られる。たとえば、周縁に追いやられたコ
ミュニティが抱える負債問題、成人の失業、
貧困、良質な初等教育を受ける子どもの権
利といった問題である。

　そのため、イケアとユニセフは、働く子
どもとその家族に同時並行的に手を差し伸
べる２面的な戦略をとっている。コミュニ
ティの女性、とくに母親に対しては、女
性の自助グループを結成するよう求められ
る。フェーズ１の対象となった村々では、
5,600人の女性が参加する430の自助グ
ループが結成され、月におよそ3,700米ド
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　フィリピンでは、非政府組織である「女性の人
身売買に反対するアジア太平洋連合」が、種々
の教育ツールを活用し、売買春で有名なコミュニ
ティで女性や子どもが性的に搾取される原因とな
る男子・男性の性的態度や行動に変革をもたらす
べく取り組んでいる。

ルを貯金するようになった。女性たちはそ
のおかげで、法外な利子で金を貸そうとす
る地元の金融業者を利用しないですむ。ま
た家族としても、医薬品、子どもの教育、
結婚式のためにお金が必要になったり、自
分たちで事業を始めたいと思ったときに
も、自己資金があるので、悪徳な金貸しか
らお金を借りる必要がない。家族がこうし
た債務から解放されれば、子どもを働かせ
る可能性も低くなるのである。

　子どもの教育面でのニーズも、就学キャ
ンペーンと代替学習センターという２つの
面から対応が行われている。毎年行われて
いる就学キャンペーンのおかげで、学校に
通っていない子ども（６～12歳）約７万
5,000人が戸別調査を通じて特定され、正
規の学校制度に参加できるようになった。

　代替学習センターは、排除された子ども
たちを対象とした期間限定の戦略で、特
に８～13歳の子どものみを対象としてい
る。最終的にはこれらの子どもたちを正規
の教育制度に統合することを目的として、
フェーズ１の対象となった村々で103カ所
の代替学習センターが開設された。プログ
ラムの開始以来、約6,300人の子どもがこ

れらのセンターを利用し、そのうち4,980
人が2005年６月までにセンターを卒業し
て正規の教育制度に移行している。他の
300村にも代替学習センターを設置する努
力が進められているところである。

　2002年半ば、ウッタルプラデシュ州東
部のジャウンプル地区の２ブロックですで
に「バルアディカール-イケア児童労働イ
ニシアティブ」の支援を行っていたイケア
は、同地区の全21ブロックに暮らすすべ
ての乳幼児と妊婦に支援の手を伸べ、保護
するという課題に着手した。同地区の予防
接種率を2007年までに少なくとも80％に
まで高め、外部からの援助がなくなっても
持続可能にするのがその目的である。

　イケアによる「追加的定期予防接種イニ
シアティブ」は、ジャウンプル地区の７ブ
ロック（1,126村）に住む該当者全員（乳
幼児５万2,558人・妊婦５万6,407人）に
予防接種を実施するという成果を上げた。
定期予防接種イニシアティブに対する州政
府の支援も得て、残りの14ブロックも４
年間のプロジェクト・サイクルを通じて順
次網羅される予定である。

　　　　　　　　p.93の注参照。
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存在しない子どもたちの生活に光を当てる映画製作者たち

　映画製作者は、排除され、姿の見えな
い子どもたちが直面している困難な状況
に一般大衆の注意を惹きつけることがで
きる特殊な立場にある。最近になって、
世界でもっともよく知られた映画監督の
なかから、声を上げることのできないこ
のような子どもたちのために立ち上がる
必要があると認識する動きが出てきた。
彼らがユニセフ、世界食糧計画（WFP）
およびイタリア政府と協力して製作した
のが、第62回ベネチア国際映画祭で上
映された、７本の短編から成るオムニバ
ス映画、『インビジブル・チルドレン』（All 
the Invisible Children）である。このプ
ロジェクトは、あらゆる場所に住むすべ
ての子どもたちの権利を守るため、国際
社会が努力しなければならないという意
識を呼び起こそうというものである。

　『インビジブル・チルドレン』の製作
に参加した８人の監督は、世界のさまざ
まな地域に暮らす子どもたちの生活を描
き出した。メディ・シャレフはブルキナ
ファソの、エミール・クストリッツァは
セルビア・モンテネグロの、スパイク・
リーは米国の、カティア・ルンドはブラ
ジルの、ジョーダン・スコットとリド
リー・スコットは英国の、ステファノ・
ベネルッソはイタリアの、そしてジョン・
ウーは中国の状況をそれぞれ取り上げて
いる。いずれのエピソードも、貧困や暴
力、武力紛争、周縁化、あるいはHIV／
エイズのために見えない存在となってし
まっている子どもたちに焦点を当てたも
のである。

　そのうち３本の短編では、ストリート・
チルドレンの世界が舞台となっている。
ルンドの短編では、サンパウロの路上で
ダンボールや鉄くずをかき集めて必死に
生計を立てる２人のきょうだいが主人
公である。ベネルッソとクストリッツァ
の作品では、それぞれナポリとセルビア
の田舎で、生きのびるために必死に盗み
をはたらく子どもたちの姿が描かれてい
る。リーは、ブルックリンに住むHIV陽
性のティーンエイジャーが仲間からいじ
められ、スティグマを与えられる悲劇的
なストーリーを描いた。ジョーダンとリ
ドリーの作品では、ある戦争写真家が、
おとなになってからの恐ろしい記憶から
逃れようと、子ども時代の思い出に逃避
する。シャレフのエピソードでは、子ど

もの兵士が慣れた手つきで機関銃を操り
ながらも、その一方で愛と教育を求める
姿が映し出されている。映画の最後を飾
るウーの作品では、中国で育つ裕福な家
庭の少女と貧しい少女の対照的な生活が
取り上げられている。

　『インビジブル・チルドレン』に登場
する子どもたちは、銀幕の外で沈黙を保
つ数百万人の仲間たちの代表である。そ
こに描かれているのは、数千万人のスト
リート・チルドレン、紛争に巻き込まれ
た数十万人の子どもたち、HIV／エイズ
とともに生きる200万人以上の15歳未
満児、そしてこれらをはじめとする種々
の要因によって排除され、姿が見えなく
なっている何百万人もの子どもたちの姿
である。「子どもたちは世界中で虐待さ
れ、忘れ去られているんだ。この映画で
子どもたちが直面している困難な状況を
知ってもらえれば、と思う」とスパイク・
リーは語る。

　ハンナ・ポーラックは、忘れられた子
どもたちのことをもっと知ってもらいた
いというリーの願いを共有する監督のひ
とりである。オスカー賞にノミネート
された彼女のドキュメンタリー『ザ・チ
ルドレン・オブ・レニングラドスキー
（レニングラドスキー駅の子どもたち）』
（The Children of Leningradsky）では、
推定２万5,000～3万人の子どもが路上
生活を送っているモスクワを舞台に、
ホームレスの子どもたちの世界が探求さ
れている。これらの子どもたちは、アル
コールや薬物依存、身体的・性的虐待、
HIV感染、暴力や搾取の被害を受けやす
い。ポーラックは、彼らの物語を描き出
すことこそ、彼らを支援する効果的な方
法のひとつだと信じている。

　「こういう子どもたちのために私が個
人としてできるのは、せいぜいこれだけ
です」と彼女は語る。「映画を通じて彼
らの問題をさらけ出し、彼らに話をして
もらうことによって、他の人たちも影響
を受けて支援の手を伸べてくれればいい
と思っています。実際、こういう主題で
映画を作ることは、彼らを支援する実際
的な方法なのです…。ときどき、こうい
う子どもたちの生活の一番過酷な部分を
撮影できるなんてどうしてそんなことが
できるのか、と言われることもあります。

けれども、こういう側面こそ彼らの現実
そのものなのです。こうした現実を知る
ことなくして、いまも続いている子ども
たちの悲劇を知り、援助の手を差し伸べ
ようという気になれるでしょうか」

　モスクワでホームレスの生活を送って
いる子どもたちに接触するにはさまざま
な問題を乗り越えなければならなかった
が、それでもこの映画の製作はポーラッ
クにとって非常にやりがいのある仕事と
なり、長く続く友情を育んだという。彼
女の取り組みはこれを限りで終わるもの
ではない。彼女は「アクティブ・チャイ
ルド・エイド」という財団を作り、ドキュ
メンタリーで集まった資金やその他の手
段を用いて、路上で暮らしている数百人
の子どもたちに援助を続けている。

　ポーラックにとって、一番うれしかっ
たことは、映画に登場した子どもたちに、
いまとは違う生活が可能なのだというこ
とを示すことができたことである。「子
どもたちは、自分には別の道もあるんだ、
一生路上で過ごす必要はないんだと気づ
いてくれました。そんな子どもたちの姿
を見ることができて、本当にうれしいの
です」
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前進の道筋

　姿の見えない子どもたちを闇から救い出し、す
べての人々を包摂する社会を築いていくために
は、国際社会のすべての構成員が̶̶それぞれが
担っている無数の役割にしたがって̶̶、いかな
る子どもも忘れ去られることがないよう行動を起
こすことが必要となる。国際機関、ドナー、各国
政府、市民社会、メディア、そして民間部門のあ
らゆる主体が、子どもの包摂と保護に対して責任
を負わなければならない。子どもの権利条約の諸
原則と子どもの権利委員会の勧告を、いっそう一
貫した形で開発戦略に統合していく必要があるの
だ。
　各国政府は、自国の法律が子どもの権利促進に

資するものとなるよう図るとともに、次世代の市
民、とくにこれまで社会手当や社会サービスから
排除されてきた人々の生活の質を確保すべく、十
分な資源を配分しなければならない。市民社会組
織は、直接の影響を受けている人々の声を発信す
る場を提供することができる。民間部門は、継続
的な取り組みと監視が必要ではあるものの、子ど
もに関わるより大きな社会的責任を企業が果たす
べく、重要な一歩を踏み出した。メディアは、排
除され、見えない存在となっている子どもの存在
に光を当て、すべての人々に行動の必要性を突き
つけるうえで、重要な役割を担っている。家庭、
学校、施設の中でも、子どもの意見を尊重する努
力を促進しなければならない。
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人口動態上の課題

　世界人口の38％が18歳未満の子どもたちである。後
発開発途上国50カ国では、子どもが人口の半数を占め
ている。91カ国では、18歳未満人口の割合がいまから
2015年̶̶多くのミレニアム開発目標の達成期限̶̶
までの間に上昇する見込みである。

　人口構成の変化は政策上の課題を突きつける。多くの
場所では、増え続ける子どもたちのニーズを満たすため
の資源を用意しなければならない。個人のニーズはライ
フサイクルの段階に応じて変わってくるが、次世代のた
めに早期の投資を行っておくことは、貧困削減戦略を成
功に導くために必要不可欠である。

　都市化によってさらなる課題が生ずる。開発途上国全
体を通じ、より多くの子どもたちが大都市に集中するよ
うになっているためである。人口増加率が減少する一方
で都市人口は増えているため、都市貧困層の子どもたち
が必要不可欠なサービスや保護を受けられないという事
態が生じないよう、相当の注意が必要となる。同時に、
農村部の子どもたちが直面している不平等に向き合い、
その不平等を解消することにも注意を払わなければなら
ない。

　ミレニアム開発目標達成に向けて実施されている諸戦
略や、現世代の子どもたちが成長しておとなになったと
きの生活を向上させることを目指す未来展望型のイニシ
アティブにおいては、以上のような人口動態上の傾向を
考慮に入れることが必要となる。子どもたちは公民権を
有さない大規模な人口集団であり、政府の意志決定にお
いて限られた発言権しか有していない。したがって、立
法、政策、プログラム、さらにはもっとも重要な資源配
分において、子どもたちのニーズを優先することが必須
となるのだ。

出典： 統計表６（pp.118-121）で報告されている国連人口局のデータより。

子どもの人口がもっとも多い10カ国に
おける都市人口の割合

ブラジル
米国
メキシコ

ナイジェリア
インドネシア
中国
パキスタン
インド
バングラデシュ

エチオピア16%

25%

28%

34%

40%

47%

48%

76%

80%

84%
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この地図は、いずれかの国もしくは地域の法的地位また
はいずれかの国境の確定に関するユニセフの立場を反映
するものではない。
点線は、インドとパキスタンが合意したジャンムー・カシ
ミールのおおよその統治線を表したものである。ジャン
ムー・カシミールの地位の確定については当事者の合意
が得られていない。

共通の未来

総人口に18歳未満の
子どもが占める割合

データなし

10% - 19%

20% - 29%

30% - 49%

50%以上

出典： 統計表６（pp. 118-121）で報告されている国連人口局のデータ（2005年）より。

2015年に子どもの人口が
増えていると予測される国々

出典： 国連人口局のデータ（2005年）より。




